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第３章 特定健診・特定保健指導の実施 

（第３期富山市特定健康診査等実施計画） 
 

１ 第３期特定健康診査等実施計画 

 医療保険者は、高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条において、特定健診等実施計画を定め

るものとされている。なお、第１期及び第２期は５年を一期としていたが、医療費適正化計画等が

見直されたことを踏まえ、第３期からは６年を一期として策定する。 

 

２ 目標値の設定 

年 度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

特定健診実施率 35％ 40％ 45％ 50％ 55％ 60％ 

特定保健指導実施率 25％ 30％ 35％ 40％ 50％ 60％ 

 

３ 対象者の見込み 

 

 

４ 特定健診の実施 

１）実施方法 

特定健診については特定健診実施機関に委託する。富山県医師会が実施機関の取りまとめを行

い、富山県医師会と集合契約を行う。また、集団健診における特定健診実施機関については、個

別契約を行う。なお、毎年度実施機関を追加し、年度毎に個別契約を行う。 

 

（１）個別健診 

富山県医師会へ委託（委託医療機関）、富山市民病院 

※参考 平成 29 年４月１日現在 市内 197 機関、市外 286 機関 

 

（２）集団健診 

１ （公社）富山市医師会健康管理センター 

２ （公財）富山県健康スポーツ財団（富山県健康増進センター） 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

対象者数 62,524 62,638 63,056 63,161 63,263 63,360

受診者数 21,884 25,055 28,375 31,581 34,795 38,016

対象者数 3,321 3,327 3,349 3,354 3,360 3,365

実施者数 830 998 1,172 1,342 1,680 2,019

※対象者数は、本市が行った人口推計に基づき、また、実施者数は上記目標値に基づき試算したものである。

特定健診

特定保健指導

【図表 33】 

【図表34】 
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３ （一財）北陸予防医学協会 

４ （公財）友愛健康医学センター 

５ （一社）日本健康倶楽部北陸支部 

※平成 29 年度契約機関 

 

２）特定健診委託基準 

  高齢者の医療の確保に関する法律第 28 条、及び特定健康診査及び特定保健指導の実施に関す

る基準（以下「実施基準」という。）第 16 条第 1 項に基づき、具体的に委託できる者の基準につ

いては厚生労働大臣の告示において定められている。 

 

３）健診実施機関リスト 

  特定健診実施機関については、富山市ホームページに掲載する。 

（参照）URL：http://www.city.toyama.toyama.jp/ 

 

４）特定健診実施項目 

内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のための特定保健指導を必要とする人を抽出する

国が定めた項目に加え、富山市は健診対象者全員に対して、血清クレアチニン検査（eGFR 含む）

を実施する。また、血中脂質検査のうち LDL コレステロールについては、中性脂肪が 400mg/dl

以上又は食後採血の場合は Non-HDL コレステロール（総コレステロールから HDL コレステロー

ルを除いたもの）の測定に変えられる。 

 

（１） 基本的な健診の項目（実施基準第１条第１項第１号から第９号） 

項 目 備 考 

既往歴の調査 服薬歴及び喫煙習慣の状況に係る調査（質問票）を含む 

自覚症状及び他覚

症状の有無の検査 

理学的検査（身体診察） 

身長、体重 

及び腹囲の検査 

腹囲の測定は、厚生労働大臣が定める基準（BMI が 20 未満の者、もしくは

BMI が 22Kg/㎡未満で自ら腹囲を測定し、その値を申告した者）に基づき、

医師が必要でないと認めるときは、省略可 

腹囲の測定に代えて、内臓脂肪面積の測定でも可 

BMI の測定 BMI＝体重（Kg）÷身長（m）の２乗 

血圧の測定  

肝機能検査 

血清グルタミックオキサロアセチックトランスアミナーゼ（GOT（AST）） 

血清グルタミックピルビックトランスアミナーゼ（GPT（ALT）） 

ガンマーグルタミルトランスペプチターゼ（γ―GTP） 

血中脂質検査 
血清トリグリセライド（中性脂肪）の量 

高比重リポ蛋白コレステロール（HDL コレステロール）の量 

http://www.city.toyama.toyama.jp/
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＊１ やむを得ず空腹時血糖時以外に採血を行い、HbA1c（NGSP 値）を測定しない場合は、食直後

（食事開始時から 3.5 時間未満）を除き随時血糖による血糖検査を行うことを可とする。 

 

（２） 詳細な健診の項目（医師の判断による追加項目：告示で規定） 

追加項目 実施できる条件（判断基準） 

貧血検査（ヘマト

クリット値、血色

素量及び赤血球数

の測定） 

貧血の既往歴を有する者または視診等で貧血が疑われる者 

心電図検査（12 誘

導心電図）*1*2 

当該年度の特定健康診査の結果等において、収縮期血圧 140mmHg 以上若し

くは拡張期血圧 90mmHg 以上又は問診等で不整脈が疑われる者 

眼底検査*1*3 

当該年度の特定健康診査の結果等において、血圧又は血糖が、次の基準に該

当した者 

血圧 収縮期 140mmHg 以上又は拡張期 90mmHg 以上 

血糖 
空腹時血糖値が 126mg/dl 以上、HbA1c（NGSP 値）

6.5%以上又は随時血糖値が 126mg/dl 以上 

ただし、当該年度の特定健康診査の結果等において、血圧の基準に該当せず、

かつ血糖検査の結果について確認することができない場合においては、前年

度の特定健康診査の結果等において、血糖検査の基準に該当する者を含む。 

血清クレアチニン

検査（eGFR による

腎機能の評価を含

む） 

当該年度の特定健康診査の結果等において、血圧又は血糖が、次の基準に該

当した者 

血圧 収縮期 130mmHg 以上又は拡張期 85mmHg 以上 

血糖 
空腹時血糖値が 100mg/dl 以上、HbA1c（NGSP 値）

5.6%以上又は随時血糖値が 100mg/dl 以上 
 

*1 平成 30 年度における経過措置として、心電図検査と眼底検査は、平成 29 年度に実施した特定

健康診査の結果に基づき第２期の判断基準に該当した者も、平成 30 年度に詳細な健診として実

施してよい。 
*2 心電図検査は、基準に基づき医師が必要と認める者であって特定健康診査当日に心電図検査を

実施した場合、詳細な健診の項目として実施したこととする。 
*3 眼底検査は、基準に基づき医師が必要と認める者であって特定健康診査当日から１か月以内に

眼底検査を実施した場合、詳細な健診の項目として実施したこととする。 

 

 

低比重リポ蛋白コレステロール（LDL コレステロール）の量 

中性脂肪が 400mg/dl 以上又は食後採血の場合、LDL コレステロールに代え

て、Non-HDL コレステロールの測定でも可 

血糖検査 
空腹時血糖又はヘモグロビン A1c（HbA1c）、やむを得ない場合は随時血糖＊

１ 

尿検査 尿中の糖及び蛋白の有無 
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５）実施時期及び期間 

  保険者事務の効率化を図り、今までどおり被保険者が受診しやすい健診体制を構築する。 

特定健診は５月中旬～12 月末まで（ただし、ドック事業に併せて特定健診を行う際は、その期

間に準じる）とする。 

 

６）医療機関との適切な連携 

  治療中であっても特定健診の受診対象者であることから、かかりつけ医から本人へ健診の受診

勧奨を行うよう、市医師会と連携を図り、医療機関へ十分な説明を実施する。 

  また、本人同意のもとで、保険者が診療における検査データの提供を受け、特定健診結果のデ

ータとして活用できるよう、かかりつけ医との協力及び連携の体制整備に努める。 

 

７）代行機関 

  特定健診に係る費用の請求・支払の代行は、富山県国民健康保険団体連合会に事務処理を委託

する。 

 

８）特定健診の案内方法及び健診実施スケジュール 

  ４月１日現在、富山市国民健康保険被保険者の対象者については、５月上旬に受診券と案内を

送付する。年度途中の加入者については、電話や窓口等で申請を受けた後、送付する。また、特

定健診受診率を上げるため、平成 25 年度より保健所地域健康課が実施するがん検診等の受診券

と統合し、冊子タイプの統合受診券を発送している。 

なお、国の動向を踏まえて、特定保健指導の初回面接分割実施の導入に向け、統合受診券の形

態を検討する。 

 

年間実施スケジュール

4月1日現在加入者 中旬

4月1日以前加入、届出4月20日頃まで 下旬

年度途中加入者 届出月の翌月20日以降

5月中旬～12月下旬

受診券発送月 4月1日現在加入者 中旬

5月1日～翌年1月31日

※特定健診対象者の年度75歳到達者のうち、4月～7月生まれの者は8月下旬に送付する後期高齢者の健康診査受診券で受診するものとする。

※人間・脳ドック対象者について、年度75歳到達者は誕生日の前日までが有効期限となる。

3月12月 1月 2月11月9月 10月8月7月

人間・脳ドック対象者

特定健診対象者

受診券発送月

特定健診実施期間

ドック実施期間

6月5月4月

【図表35】 
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５ 特定保健指導の実施 

１）実施方法 

特定保健指導については、保険者直営及び特定保健指導実施機関委託の形態で行う。なお、毎

年度実施可能機関を追加し、年度毎に個別契約を行う。 

 積極的支援 動機付け支援 

特定健診後 ドック後 

当日 

特定健診後 ドック後 

当日 

１ 

保険者（富山市保険年金課） 

〇 

 〇  

（一財）北陸予防医学協会・（株）ウェルネスデベロッ

プメント共同体（富山市角川介護予防センター） 

   

２ （公財）富山県健康づくり財団（健康増進センター） 〇 〇 〇 〇 

３ （公財）富山県健康づくり財団（国際健康プラザ） 〇  〇  

４ （医社）若葉会 高重記念クリニック 〇 〇 〇 〇 

５ （公社）富山市医師会健康管理センター 〇 〇 〇 〇 

６ （福）恩賜財団済生会 富山県済生会富山病院  〇  〇 

７ （一財）北陸予防医学協会 〇 〇 〇 〇 

８ （一社）日本健康倶楽部北陸支部 〇 〇 〇 〇 

９ （公財）友愛健康医学センター 〇  〇  

10 富山医療生活協同組合 富山協立病院   〇  

※平成 29 年度契約機関 

 

２）特定保健指導対象者の選定基準 

特定健康診査の結果から、内臓脂肪蓄積の程度とリスク要因の数で階層化を行い、リスクの内

容や年齢に応じ、保健師や管理栄養士、看護師等が保健指導を実施する。 

 

腹囲 
追加リスク 

④喫煙歴 
対象 

① 血糖 ②脂質 ③血圧 40-64 歳 65-74 歳 

≧85cm（男性） 

≧90cm（女性） 

２つ以上該当  
積極的支援 

動機付け支援 
１つ該当 

あり 

なし  

上記以外で 

BMI≧25kg/㎡ 

３つ該当  
積極的支援 

動機付け支援 ２つ該当 
あり 

なし  

１つ該当  

※前期高齢者（65 歳以上 75 歳未満）については、積極的支援の対象となった場合でも動機付け

支援とする。 

【図表36】 
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＜保健指導判定値＞ 

① 血糖 ○a 空腹時血糖（やむを得ない場合は随時血糖）100mg/dl 以上又は○b HbA1c の場合 

    5.6％ 

② 脂質 ○a 中性脂肪 150mg/dl 以上又は○b HDL コレステロール 40mg/dl 未満 

③ 血圧 ○a 収縮期血圧 130mmHg 以上又は○b 拡張期血圧 85mmHg 以上 

④ 質問票 喫煙歴あり （①から③のリスクが１つ以上の場合にのみカウント） 

 

３）実施内容 

  具体的な実施内容は、特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第３版）に

基づくものとする。 

 

（１）情報提供 

目的 

対象者が健診結果から、自らの身体状況を認識すると共に、生活習慣を見直す

きっかけとする。また、健診結果とあいまって、医療機関への受診や継続治療

が必要な対象者に受診や服薬の重要性を認識してもらうこと。 

対象者・ 

実施時期 

特定保健指導の対象者であるか否かに関わらず、特定健診を受診した者全員を

対象に、年１回（健診結果の通知と同時に実施）、あるいはそれ以上実施する。 

内容 
Ａ 対象者個々人のリスクの程度に応じた対応 

Ｂ 特定保健指導非対象者への対応 

支援形態 
平成 30 年度より、健診結果の通知と同時に、糖尿病及び腎機能を表したパン

フレットを提供する。 

 

（２）動機付け支援 

目的 
動機付け支援とは、動機付け支援対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣

の改善に係る自主的な取組の実施に資することである。 

支援期間・ 

頻度 

面接による支援のみの原則１回とする。初回面接から実績評価を行う期間の最

低基準は３ヶ月経過後とする。※ 

支援内容及び 

支援形態 

対象者本人が、自分の生活習慣の改善点・伸ばすべき行動等に気づき、自ら目

標を設定し行動に移すことができる内容とする。 

特定健診の結果並びに喫煙習慣、運動習慣、食事習慣、休養習慣その他の生活

習慣の状況に関する調査の結果を踏まえ、面接による支援及び実績評価を行う。 

面接による 

支援等 

１人当たり 20 分以上の個別支援、又は１グループ（１グループはおおむね８

名以下）当たりおおむね 80 分以上のグループ支援とする。 

実績評価 面接又は通信を利用して実施する。 

※ただし、対象者の状況等に応じ、６か月経過後に評価を実施する場合もある。 

 

（３）積極的支援 

目的 
積極的支援とは、積極的支援対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改

善に係る自主的な取組の継続的な実施に資することである。 
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支援期間・ 

頻度 

初回時に面接による支援を行い、その後、３ヶ月以上の継続的な支援を行う。 

３ヶ月以上の継続的な支援終了後に実績評価を行うことから、初回面接から実

績評価を行う期間の最低基準は３ヶ月経過後となる。※ 

支援内容及び 

支援形態 

特定健診の結果並びに喫煙習慣、運動習慣、食習慣、休養習慣その他の生活習

慣の状況に関する調査の結果を踏まえ、面接による支援及び行動計画の進捗状

況に関する評価及び実績評価を行う。 

初回面接に 

よる支援 

１人当たり 20 分以上の個別支援、又は１グループ（１グループはおおむね８

名以下）当たりおおむね 80 分以上のグループ支援とする。 

３ヶ月以上の

継続的な支援

の具体的内容 

ポイント制に基づき、支援Ａのみの方法で 180 ポイント以上又は支援Ａ（最低

160 ポイント以上）と支援Ｂの方法によるポイントの合計が、180 ポイント以

上の支援を実施することを最低条件とする。 

実績評価 

面接又は通信を利用して実施する。電子メール等を利用する場合は、保健指導

機関から指導対象者への一方向ではなく、双方向のやりとりを行い、評価に必

要な情報を得るものとする。また、継続的な支援の最終回と一体のものとして

実施しても構わない。 

※ただし、対象者の状況等に応じ、６か月経過後に評価を実施する場合もある。 

 

４）実施期間 

  概ね８月下旬～翌年 10 月下旬まで実施する。 

   

５）案内方法 

  受診から約２か月後、特定健診の結果に基づき階層化を行う。特定保健指導の対象になった方

については、保険年金課において対象者を選定後、利用券の他、案内用紙、リーフレットを同封

して個別に郵送する。 

  また、ドック受診後当日実施の場合、後日機関へ利用券を送付するため、個別に利用券の郵送

は行わない。 
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６ 特定健診から保健指導の実施の流れ 

「標準的な健診・保健指導のプログラム（平成 30 年版）」様式 6-10 をもとに、特定健診結果か

ら保健指導対象者の明確化、保健指導計画の策定・実践評価を行う。（図表 37） 

 

 

40 歳～74歳の被保険者を抽出 

【図表 37】 

様式 6-10 

被保険者台帳 
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１）保健指導対象者数の見込み、選定と優先順位・支援方法 

 

優

先 

順

位 

様式

6-10 
保健指導レベル 支援方法 

平成 28 年度 

該当者数 

平成 35 年度 

対象者数 

見込み 

平成 35 年度

目標値 

（実施率） 

1 Ｄ 
未受診者対策 

健診未受診者 

〇特定健診の受診勧

奨（健診受診の重要

性の普及啓発、日曜

日健診の案内通知） 

41,442 人 

（健診実施率は 

30.5％） 

実施率目標

達成までに

あと

16,100 人 

６０％ 

２ 
Ｏ 

Ｐ 

特定保健指導 

Ｏ：動機付け支援 

Ｐ：積極的支援 

〇対象者の特徴に応

じた行動変容を促す

保健指導の実施 

〇健診結果により、

必要に応じて受診勧

奨を行う 

O：494 人

P：127 人 

計：621 人 

（健診受診者の 

8.8％） 

健診受診者の

増加により 

3,365 人 

６０％ 

３ Ｍ 

情報提供 

受診勧奨 

医療機関への受診 

必要者 

◎医療との連携 

◎糖尿病性腎症重症

化予防対象者に対

し、医療機関を受診

する必要性について

通知及び受診勧奨 

1,149 人 

（健診受診者の 

6.3％） 

健診受診者の

増加により 

1,140 人 

健診受診者に

占める割合 

３％ 

４ 

Ｉ 

 

Ｌ 

分析、情報提供 

Ｉ：生活習慣病治療中 

保健指導 

Ｌ：生活習慣病のコン

トロール不良 

◎医療との連携 

◎レセプトと健診デ

ータの突合・分析 

◎糖尿病性腎症重症

化予防対象者に対

し、保健指導実施 

I：15,176 人 

 

L：8,534 人 

（I の 56.2％） 

健診受診者の

増加により 

I：31,667 人 

L：15,833 人 

L が I に占

める割合 

５０％ 

５ Ｎ 

情報提供 

医療機関への受診 

不必要者 

○健診結果の見方に

ついて通知・説明 

1,268 人 

（健診受診者の 

7.0％） 

健診受診者の

増加により 

3,800 人 

健診受診者に

占める割合 

１０％ 

資料：KDB 厚生労働省様式 6-10 

※平成 30 年度から◎を実施予定 

 

【図表 38】 
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２）生活習慣病予防のための特定健診・保健指導の実践スケジュール 

目標に向かっての進捗状況管理とＰＤＣＡサイクルで実践していくため、年間実施スケジュー

ルを作成する。（図表 39） 

 

 

B D E OP M I　　　L N

健診対象者 健診未受診者 健診受診者 特定保健指導対象者
特定保健指導以外の

対象者

健診受診者の内、生活
習慣病治療中だが、生
活習慣病コントロール不
良の者

特定保健指導以外の
対象者

糖尿病性腎症重症化予
防事業の受診勧奨対象
者（受診勧奨対象者）

糖尿病性腎症重症化予
防事業の受診勧奨対象
者（保健指導対象者）

（ア）ポピュレーションア
プローチ（通年）

（イ）未受診者対策 （ウ）特定健診

①保険者努力支援制度
等周知（図表42）
②広報5～11月

①未受診者抽出
②日曜日における集団
健診案内
③日曜日における集団
健診実施

①H30～血清クレアチニ
ン検査を全件実施する
②H30～強化月間に受
診勧奨を強化する
③山間部における集団
健診継続

国保状況を周知すること
により、健診への意識を
高める。

未受診者を抽出し案内
することにより、受診へ
の意識を高める。

H35年度目標値
　健診受診率60％

プ
ロ
セ
ス

・他係、課と連携（高齢者
医療係等）が図れたか

・市医師会や健診機関
等と連携が図れたか

・正確な業務遂行のため
の人員配置

ア
ウ
ト
プ

ッ
ト

・保険者努力支援制度
等周知回数
・広報回数

・案内回数、発送数
・日曜日における集団健
診回数、受診者数

・広報回数
・ちらし、パンフレット配
布数
・集団健診回数、受診者
数

・特定保健指導実施者
数

・糖尿病性腎症重症化
予防事業実施者数

・糖尿病性腎症重症化
予防事業実施者数

・パンフレット配布数

ア
ウ
ト
カ
ム

・新規受診者数（受診
率）

・案内発送数に占める受
診者数（受診率）

・特定健診受診率（受診
者数）
・集団健診受診率（受診
者数）

・特定保健指導実施率 ・医療機関受診率
・保健指導による治療コ
ントロール良の者の数

・次年度健診結果

ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

・より効果的なポピュレー
ションアプローチの方策
検討

・関係機関との連携等に
よる対策強化

・人員増を念頭に置いた
体制強化

・受診勧奨方法の見直
し、体制強化

同左
・保健指導技術のレベル
アップ体制構築

・より効果的なポピュレー
ションアプローチの方策
検討

改
善

（
A

)

・次年度に向けて、改善点の検討
・マニュアル作成、修正
・次年度計画作成

評
価

（
C

)

実
践
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

（
D

)

課
題
設
定
と
計
画

（
P

）

対
象
者
の
明
確
化

・実施体制の整備
　訪問指導員の確保、保健指導委託機関の確保ができたか
　保健福祉センター、訪問指導員への研修実施による質の確保ができたか
・関係機関（市医師会、県、かかりつけ医、専門医）との連携が図れたか

（エ）保健指導

①情報提供：パンフレット（HbA1c、eGFR）配布
②特定保健指導：動機付け支援、積極的支援を実施
③糖尿病性腎症重症化予防事業に準じる
④情報提供（健診結果の見方パンフレット配布）

H35年度目標値
　特定保健指導実施率60％
　糖尿病性腎症重症化予防事業実施率100％
　メタボリックシンドローム該当者・予備群減少率25％減少（H20年度比）

【図表 39】 
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７ 個人情報の保護 

１）基本的な考え方 

  特定健康診査・特定保健指導で得られる健康情報の取り扱いについては、個人情報の保護に関

する法律および富山市個人情報保護条例を踏まえた対応を行う。 

  また、特定健康診査を外部委託する際は、個人情報の厳重な管理や、目的外使用の禁止等を契

約書に定めるとともに、委託先の契約状況を管理する。 

 

２）特定健診・保健指導の記録の管理 

  特定健康診査・特定保健指導の記録の管理は、特定健康診査等データ管理システムで行う。 

 

８ 結果の報告（法定報告） 

実績報告については、特定健診データ管理システムから実績報告用データを作成し、健診実施年

度の翌年度 11 月 1 日までに報告する。 

 

９ 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条第 3 項（保険者は、特定健康診査等実施計画を定め、

又はこれを変更したときは、遅延なく、これを公表しなければならない）に基づく計画は、富山市

ホームページ等への掲載により公表、周知する。 


